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２．基本方針・基本施策 

基本方針 基本施策 施策の内容 実施する事業 
実施時期 

前期 後期 

（１）六次産業化の

基礎となる一次

産業を振興する 

①一次産業の振興 

 農林漁業者の経営拡大や生産物の品質向上のための取組を支援する 

 農林漁業に従事する若手や女性の活躍の場を設け、新たな取組を促進する 

 農協、森林組合、漁協等の関係機関との連携を強化し、一次産品のブランド化や新商品開発、販

路開拓等を下支えするなど、農林漁業者の補完機能を強化する 

○農林漁業者の経営拡大・品質向上のための支援の充実 ● ● 

○農林漁業の担い手育成・支援制度の構築 ● ● 

○若手や女性の農林漁業者間の意見交換会の開催 ●  

○関係機関との連携の強化 ● ● 

②地域資源の見直し及び掘り

起こし 

 農林漁業者自身が自らが生産しているものの良さや価値、こだわり等を見直すための仕掛けを行う

 地域の活用しきれていない又は眠っている資源を掘り起こし、その活用策を検討する 
○地域資源の掘り起こしワークショップの開催 ●  

（２）六次産業化の

担い手を育成す

る 

③六次産業化を学ぶ仕組みづ

くり 

 市主催のシンポジウムや勉強会、出前講座の開催に加え、国、県等による農林漁業者の人材育成

のためのセミナー等への人材派遣を通して、農林漁業者の誰もが六次産業化について理解を深

め、取組におけるポイントやノウハウを学ぶことができる機会を設ける 

○基本計画の出前講座の開催 ●  

○六次産業化推進シンポジウムの開催 ●  

○農林漁業者のための基礎知識勉強会の開催 ●  

○農林漁業者の研修会への派遣の実施 ● ● 

④組織化による取組体制の強

化 

 農林漁業者の組織化による取組体制を強化する 

 組織内での役割分担に基づく各人材のスキルの向上や取組全体をコーディネートできる組織リー

ダーの育成を図る 

○六次産業化リーダーの育成 ●  

○六次産業化による起業化・法人化研修会の開催  ● 

⑤外部アドバイザーの活用に

よる専門性の補完 

 農林漁業者の六次産業化のアドバイスを行う人材を市内で育成し、その蓄積を図る 

 商品開発やＰＲ、販路拡大を仲介、指導をする内外の六次産業化の専門家による相談会及び個

別指導の機会を設け、商品のコンセプトづくり、適切な価格の設定、パッケージデザイン、商品の

売り方等を支援する 

○六次産業化支援アドバイザーの育成及び蓄積 ● ● 

○内外の六次産業化の専門家による相談会及び個別指導の実施 ● ● 

⑥業者間のネットワークの構築

及び異業種とのマッチング機

会の提供 

 六次産業化の取組実施に当たり、異業種による連携・交流を促進するため、市内の農林漁業者と

商工業者をつなぐ機会や連携する仕組みをつくる 
○異業種連携・交流のための六次産業化ネットワーク等の構築 ● ● 

（３）消費者ニーズに

対応した商品開

発を進める 

⑦消費者ニーズを踏まえた新

商品の開発の促進 

 農林漁業者が加工品開発の手法等を学び、加工技術を向上させる機会を設け、消費者のニーズ

を十分に反映した新たな商品の開発を支援する 

 民間企業や教育機関等との連携による商品の研究開発を促進する 

○加工品開発勉強会の開催  ● 

○商品の研究開発の促進 ● ● 

⑧商品マーケティングの支援 
 最近の市場の動向や、顕在需要（市内の直売所利用者等）と潜在需要（市外の居住者）のニーズ

等を把握することにより、商品開発のために必要な消費者ニーズの明確化を支援する 
○消費者ニーズ調査の実施 ●  

⑨民間企業との農商工連携や

教育機関等と連携した新商

品開発の促進 

 民間の製造業者や市内の教育機関・福祉施設等と連携した商品開発を促進する 

○民間企業のノウハウや技術の活用促進 ● ● 

○六次産業化における産学官連携の推進  ● 

（４）商品一つひとつ

の付加価値を高

め る た め の Ｐ Ｒ

や販路拡大を行

う 

⑩商品に応じた販路の開拓支

援 

 既存の道の駅や農産物直売所の直販機能を強化、ネットワーク化し、品ぞろえの充実を図るととも

に、農林漁業者の顔が見える取組展開を図る 

 市内の飲食店等における地産地消の拡大を促進し、商品の販路として位置付けを強化する 

○既存直売所のネットワーク化 ●  

○農林漁業者の顔が見える取組の強化 ● ● 

○地産地消の拡大の促進  ● 

⑪シティセールスと連動した戦

略的情報発信の推進 

 商品情報の発信を市のシティセールスと連動させ、薩摩川内市の魅力として一体的にＰＲする 

 薩摩川内市観光物産協会と連携した、商品の販売・情報窓口の一元化等を図るとともに、商品の

情報を知り、購入することができる機会を増やす 

○シティセールスと連動した六次産業化のＰＲ・プロモーション活動の実施 ● ● 

○六次産業化フェアの開催 ● ● 

○ＩＣＴを介した六次産業化実施者と消費者の交流の仕組みの検討  ● 

○商品の販売・情報窓口の一元化 ● ● 

⑫商品ブランド戦略の明確化 

 ブランドの確立等により開発商品の付加価値を高め、商品の品質・イメージ向上を図る「攻めの戦

略」と商品のパッケージやネーミング、ロゴ等の知的財産の権利化及び活用により価値の維持を図

る「守りの戦略」の両輪での取組を支援する 

○地域ブランド戦略づくりの支援 ● ● 

○市独自の六次産業化ブランド認証制度の構築 ●  

○知的財産の権利化及び活用の支援 ● ● 

⑬市の観光戦略と連動した取

組の展開 

 観光農園等、食に関する体験ができる場を提供することにより、市の観光戦略の一つとして進めて

いる体験型観光との連動を図る 
○体験型観光との連動  ● 

（５）各段階に応じた

支援体制を整備

する 

⑭資金確保のための支援制度

の構築 

 新商品開発や、加工・製造施設整備、機器導入等のための支援制度を創設する 

 商品開発のための国、県等の交付金制度の手続等を支援する 

○市独自の助成制度の創設 ●  

○国、県等の交付金制度の手続等の支援 ● ● 

⑮関係機関が一体となった支

援体制の確立 

 関係機関が連携した協議会や六次産業化担当部署を設置し、きめ細かな支援体制の整備や支援

窓口の一本化を図る 

○関係機関が一体となった支援体制の整備 ●  

○六次産業化担当部署の設置 ●  

⑯コミュニティビジネスの確立

の促進 
 地域、コミュニティぐるみでの六次産業化の取組が進展するようなきっかけづくり等を促進する ○地域コミュニティ単位での六次産業化の促進 ● ● 

【実施時期】 前期：平成 26～27 年度（2 ヵ年） 後期：平成 28～30 年度（3ヵ年）


